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測定の
全希ガス

1311 1331
全粒子状物質 3H

1号炉
原子炉格納容器排気筒

ND ND ND ND 3.7× 1010

1号炉
原子炉補助建屋排気筒

ND ND ND ND 45× 10H

2号炉
原子炉格納容器排気筒

ND ND ND ND 1.9× 101°

2号炉
原子炉補助建屋排気筒

ND ND ND ND 6 1× 10H

3号炉
原子炉格納容器排気筒

ND ND ND ND 1.3× 10H

3号炉
原子炉補助建屋排気筒

ND ND ND ND 9.4× 1011

固体廃棄物処理建屋
俳気筒 (雑固体焼却炉排
気筒を含む)

ND ND ND ND 2.1× 107

排
気
監
視
設
備

排
気

口
又
は

第2固体廃棄物処理建屋
りF気筒

ND ND ND ND 5.2× 108

合計 ND ND ND ND 2.2× 1012

年間放出管理目標値 1.0× 1015 2.5× 1010

1 放射性廃棄物の廃棄の状況
(1)気体状の放射性廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度

(備

の の 里

放射性気体廃棄物の放出放射能 (Bq)は 、排気中の放射性物贋の濃度 (Bq/Cm3)に排気量 (cm3)を
乗 じて求めている。

なお、放出放射能濃度が検出限界未満の場合はNDと 表示 した。
検出限界濃度は以下のとおり。

全希ガス    : 2× 10~2(Bq/cm3)以下
1311          : 7×

10~9(Bq/cm3)易 (下
13aI      :7×

10~8(Bq/cm3)以下
全粒子状物質  :4× 10~9(Bq/cm3)以下 (60c。で代表した)
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② 放射性物質の濃度の3月 間についての平均値及び最高値

注 1

注 1

注 1

注 1

注 1

注 1

注 2

注 2

注 1

注 2

原子炉格納容器排気筒及び原子炉補助建屋排気筒における濃度は、希ガス鴻度である。
なお、原子炉格納容器排気筒及び原子炉補助建屋排気筒における濃度の検出限界値は、
2× 10~2Bq/cn3以下である。
固体廃棄物処理建屋排気筒及び第 2固体廃棄物処理建屋排気筒における濃度は、粒子状
放射性物質濃度である。
なお、固体廃棄物処理建屋排気筒及び第 2固体廃棄物処理建屋排気筒における濃度の検出限界値は、
4× 1 0 9Bq/cm3以 下 (60c。 で代表)である。
(固体廃棄物処理建屋排気筒の測定結果には、雑固体焼却炉排気筒からの放出による測定値を含む。 )

前半の 3月 間

(10月 ～ 12月 )

後半の 3月 間

(1月 ～ 3月 )

平均値 最高値 平均値 最高値
1号炉
原子炉格納容器排気筒

ND ND ND ND

1号炉
原子炉補助建屋排気筒

ND ND ND ND

2号炉
原子炉格納容器排気筒

ND ND ND ND

2号炉
原子炉補助建屋排気筒

ND ND ND ND

3号炉
原子炉格納容器排気筒

ND ND ND ND

8号炉
原子炉補助建屋排気筒

ND ND ND ND

固体廃棄物処理建屋排気筒 ND ND ND ND

排
気
監
視
設
備

排
気

口
又
は

第 2団体廃棄物処理建屋排気筒 ND ND ND ND
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(2)
①
液体状の放射性廃棄物に含まれる放射性物質の放出量及び濃度
放射性物質の種類別の年間放出量

放射性液体廃棄物の放出放射能 (Bq)は、排水中の放射性物質の濃度 (Bq/Cm3)に
排水量(cm3)を乗 じて求めている。
なお、放出放射能濃度が検出限界未満の場合はNDと 表示した。
検出限界濃度は以下のとお り。

放射性液体廃棄物 (3H除 く)
89s r, 9° Sr
アルファ線を放出する放射性物質
ベータ線を放出する放射性物質

B

2X10~2(
7× 10~4(
4× 10~3(
4× 10~2(

(60c。 で代表 した )
(9° Srで代表 した )

ｍ
　
ｍ
　
ｍ

Ｃ

　

Ｃ

　

Ｃ

ｑ

ｑ

ｑ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

下

下

下

下

以

以

以

以Bq/cm 3

核 種 別種類
全核種

(3Hを 除く) 51Cr 54Mn 59Fe 58c。 60c。 1311 131cs

1, 2号炉 排水口 ND ND ND ND ND ND ND ND
排
水
監
視
設
備

排
水

口
又
は 3号炉 排水口 放出実績

なし
放出実績
なし

放出実績
なし

放出実績
なし

放出実績
なし

放出実績
なし

放出実績
なし

放出実績
なし

合計 ND ND ND ND ND ND ND ND

年間放出管理目標値 7 1× 1010

核 種 別

測定の箇所等

種類

137cs 89sr 90Sr アルファ線を放出す
る放射性物質

ベータ線を放出す
る放射性物質

1, 2号炉 排水口 ND ND ND ND ND
8.6× 1011

(― )

排
水
監
視
設
備

排
水

口
又
は 3号炉 排水口 放出実績

なし
放出実績
なし

放出実績
なし

放出実績
なし

放出実績
なし

放出実績
なし

合計 ND ND ND ND ND 8.6× 101〔

(― )

年間放出管理目標値
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前半の3月 間

(10月 ～ 12月 )

後半の3月 間

(1月 ～ 3月 )

平均値 最高値 平均値 最高値

1,2号炉 り「水口 ND ND ND ND

排
水
監
視
設
備

排
水

口
又
は 3 号炉 つF水 口 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし 放出実績なし

②放射性物質の濃度の3月 間についての平均値及び最高値

注 1:排水口における濃度は、
3Hを
除く値である。

なお、排水口における濃度の検出限界値に相当する濃度 (60c。で代表)は、
1, 2号炉 り,水 口   前半の 3月 間平均で 1.7× 10 7 Bq/c m3以 下、

後半の 3月 間平均で 1.2X10 7 Bq/cm3以 下である。

但し、
3Hの
平均排水口濃度 (2次系

3Hを
含む)は、

1, 2号炉 排水口   前半の 3月 間平均で
後半の 3月 間平均で

(3) 固体状の放射性廃棄物の保管量等
の

※ 1( )内 には当該欄中の数量等のうち、H29 4.20以降に1,2号機の廃止措置に伴い発生した
放射性固体廃棄物の数量 (内数)を示す。

注
-1

注

-1

3,0× 10 3 Bq/c m3 、

3.2× 10 3 Bq/cm3で ぁる。〕

ドラム缶 その他

塁

均質固化体

(本 )

充填固化体

(本 )

雑固体

(本相当)(本 )

合計
(本相当)

前年度末保管量
2,453

(27)

16,688

(323)

5,419

(0)

26,172

(350)

当該年度の発生量
17

(4)

608

(0)

2,385

(170)

908

(0)

3,918

(174)

( )

0

0

1,600

(0)

1,024

(0)

322

(0)

2,946

(0)

0

0( )

0

(0)

1,024

(0)

322

(0)

1,346

(0)

当該年度の減少量

0

(0)

0

0( )

0

(0)

1,600

(0)

当該年度末保管量
2,470

(31)

620

(0)

18,049

(493)

6,005

(0)

27,144

(524)

貯蔵設備容量 35,000本相当
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の の の 量等

※ 1( )内 には当該欄中の数量等のうち、H29.4.20以降に1,2号機の廃止措置に伴い発生した
放射性団体廃棄物の数量 (内数)を示す。

※ 2単体で管理されているバーすブルポイズン及び燃料体と一体的に管理されているバーナブル
ポイズンの合算。

里

タンク等 不気発生器保管庫

イオン交換樹脂

(m3)

蒸気発生器

(基 )

その他  *
(m3)

前年度末保管量
107

(14)
7 966

当該年度の発生量
1

(0)
0 95

当該年度の減少量
0

(0)
0 0

0

(0)
0 0

0

(0)
0 0

当該年度末保管量
108

(14)
7 1,061

※ ( )内 には当該欄中の数量等のうち、H29.4.20以 降に1,2号機の廃止措置に伴い発生した
放射性固体廃棄物の数量 (内数)を示す。

*原子炉容器上部蓋を含む。

へ の 搬 里

使用済燃料ブール

の種類

里

制御棒

(本 )

プラギング
デノミイス

(本 )

中性子源

(本 )

バーナブル

ポイズン
※2

(本 )

前年度末保管量
189

(0)

343

(0)

22

(0)

414

(0)

当該年度の発生量
0

0( )

0

(0)

0

0( )

0

(0)

0

0( )

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

当該年度の減少量

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

当該年度末保管量
189

(0)

343

(0)

22

(0)

414

(0)

均質固化体 充填圏化体 合計 搬出先

搬 出 量 0 1,600 1,600 日本原燃 (株)低 レベル放射性廃棄物埋設センター

累積搬出量 10,392 23,512 33,904
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2 使用済燃料の貯蔵量等

3 放射線業務従事者の線量分布
線業務従事者の1年間の1

貯蔵施設の名称 使用済燃料プール

使用済燃料の種類 ウラン酸化物 混合酸化物

前年度末貯蔵量 1,149 4

当該年度の発生量 0 0

当該年度の搬出量 0 0

搬出先の名称

当該年度末貯蔵量 1,149 4

貯蔵施設容量 1,961

線 量 分 布 (人 )線 量

5mSv

以下

5mSvを超え
10mSv以 下

10mSvを 超え
15mSv以 下

15mSvを 超え

20mSv以下
20mSvを 超え
25mSv以下

25mSvを 超え
30mSv以下

30mSvを 超え
35mSv以下

職  員 406 0 0 0 0 0 0

その他 3,350 7 0 0 0 0 0

合  計 3,756 7 0 0 0 0 0

線 量 分 布 (人 )線量

35mSvを 超え
40mSv以下

40mSvを超え
45mSv以下

45mSvを 超え
50mSv以下

50mSv乾と

超えるもの
合計

総線量

(人・Sv)
平均線量

(mSv)

最大線量

(mSy)

職  員 0 0 0 0 406 0,02 0.0 2.6

その他 0 0 0 0 3,357 0.88 0,3 7.2

合  計 0 0 0 0 3,763 0.90 /0.2

(2)女子 (妊娠不能と診断された者及び妊娠の意思のない旨を発電用原子炉設置者に書面で申し出た者を除く。)の
放射線業務従事者の 3月 間の線量分布

線量分布 (人 )

総線量

(人・Sv)
平均線量
(mSv)

最大線量
(mSv)

lnSv

以 下

lmSvを超え
2mSv以下

2mSvを 超え
5mSvを茨¬F

5mSvを

超えるもの
合 計

前半の

3月 間
(10月 ～12月 )

職 員 6 0 0 0 6 0.00 0,0 0.1

その他 6 0 0 0 6 0,00 0.1 0.3

合 計 12 0 0 0 12 0.00 0.0 イ

後半の

3月 間
(1月 ～3月 )

職 員 6 0 0 0 6 X X X

その他 4 0 0 0 4 0.00 0.0 0.1

合 計 10 0 0 0 10 0.00 00
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周辺監視区域外における最大線量 排気日からの方位及び距離

*1 μ Sv/年 方位 距離

線量目標値評価地点における最大線量 排気口からの方位及び距離

放射性希ガスに
よる実効線量

*1 μ Sv//年 方位 距離

線量目標値評価地点における最大線量放射性よう素に
よる実効線量

μ Sv//年*2

4 -般 公衆の実効線量の評価
1 による

は平 月から平成 24 で の 1 間における観測データを用いた。3

計算方法を添付資料に示す。
*1放射性希ガスの放出量は、検出限界未満である。
*2放射性よう素の放出量は、検出限界未満である。

2)液 の

5運転時間及び熱出力

平 月27日 止

の

27 月27日 をもつ

1

て 1

3

〈  1 μ Sv//年放射性液体廃棄物による

熱 出 力
目

運 転 時 間 (h)

平 均 (kW) 最 大 (kW)
10月

11月

12月

1月

2月

3月

合  計

熱 出 力

月

運 転 時 間 (h)

平 均 | kW) 最   大  | kW
10月

11月

12月

1月

2月

3月

合  計

熱 出 力
運 転 時 間 (h)

平 均 (kW 最 大 (kW)
10月 0 0 0

11月 0 0 0

12月 0 0 0
1月 0 0 0

2月 0 0 0

3月 0 0 0

合  計 0 0 0
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(参考資料)

・ 排気 口から放出される放射性物質 (希ガス)は 、評価地点までの希釈を考慮した上で「核原料物
質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示 (平成27年

原子力規制委員会告示第8号 )」 の別表第 1の第5欄 に掲げる周辺監視区域外の濃度限度の適用を受

ける。このため、周辺監視区域外の濃度についてはJF気 日出口浪度より計算して求める。

排気 日出口濃度より計算で求めた陸側の周辺監視区域外の空気中放射性物質濃度をか考として以

下に示す。気象条件は標準気象を用いた。

排水口から放出される放射性物質 (3Hを除く)は、「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規

則等の規定に基づく線量限度等を定める告示 (平成27年原子力規制委員会告示第8号 )」 の別表第1の第6

欄に掲げる周辺監視区域外の濃度限度の適用を受ける。

最大濃度地点に

おける地上濃度

前半の3月 間平均値

(10月 ～ 12月 ) (B。 /cili3)
後半の3月 間平均値

(1月 ～ 3月 )  (B9/cl13)
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添 付 資 料

美浜発電所周辺 の一般公衆 の

実効線量計算方法

関西電力株式会社



~夫
効 線 ―
~σ 二)言十 算 方 法

1.放 射性気体廃棄物 に よる実効線量計算

(1)放 射性気体廃棄物 の放 出量及び計算期間
実効線量の計算 は、 4月 1日 か ら翌年 3月 31日 までの 1年 間につ いて、年度報
告書の放射性気体廃棄物 の放 出量の報告値 (第 1表 )を 用 いて行 う。

(2)放 出条件
放 出形態 としては連続放 出 として取 り扱 う。

排気筒 の有効高 さは、排気筒地上高 さに吹 き上 げ高 さを加算 した放 出源 高 さで風

洞実験 を行 い、その結果 (第 2表 )を 用い る。

(3)気 象条件
実効線量 に用 い る気象条件 は、平成 23年 4月 か ら平成 24年 3月 までの 1年 間
における風 向、風速 、 日射量 、放射収支量 の観涙1デ ータを統計処理 して用い る。

統計処理 は、「発電用原子炉施設 の安全解析 に関す る気象指針 」 に基づいて行 う。

計算 に使用す る気象条件 を第 3表 に示す。

(4)実 効線量 の計算方法
放射性希 ガスに よる実効線量及 び放射性 よ う素 に よる実効線 量 の計算 は、「発電

用軽水型原 子炉施設周辺 の線量 目標値 に対す る評価指針 」 (以 下 「評価指針 」 とい

う。 )に 示 され た方法 に基づいて行 う。

(5)計 算地点
計算地点は、周辺監視 区域外 (海側 は除 く)で放射性希ガスに よる実効線量が最大

となる地点、並びに、将来の集落形成 を考慮 した場合 で、放射性希 ガスに よる実効

線量及 び放射性 よ う素 に よる実効線量が最大 とな る地点 とす る。

なお、 よ う素 に よる内部被 ぼ く経路の うち牛乳摂取 については、現存す る牧草地

の うちで年 平均地上空気 中濃度 が最大 とな る地点で計算す る。

各計算地点 を第 1図 に示す。
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2.放 射性液体廃棄物 による実効線量計算

(1)放 射性物質 の放 出量及び計算期間
実効線 量の計算 は、 4月 1日 か ら翌年 3月 31日 までの 1年 間について、年度報
告書の放射性液体廃棄物 の放 出量の報告値 を用いて行 う。

(2)海 水 中にお ける核種の濃度
各核種 の海水 中の濃度 は、 1年 間に放 出 した核種 の放 出量 を年 間の総希釈水 量で
除 した濃度 (第 4表 )と す る。

(3)実 効線量の計算方法
放射性液体廃棄物による実効線量の計算は、「評価指針」に示 された方法に基づ

いて行 う。

3.実 効線量計算結果

項 目 線 量評価結果

放射性希ガス

に よる実効線 量

周辺監視 区域外

にお ける最 大線 量
*l μ Sv/年

線量 目標値評価 地点

にお ける最大線 量
*l μ Sv/年

放射性 よ う素

に よる実効繰量

線 量 目標値評価地点

にお ける最大線 量
*2 μ Sv/年

放射性液体廃棄物

に よる実効線 量
<l μ Sv/年

合   計
線 量 目標値評価 地点

にお ける最 大線量
<l μ Sv/年

*1

*2

放射性希 ガスの放 出量 は、検 出限界未満 である。

放射性 よ う素 の放 出量は、検 出限界未満 である。
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第 1表  気体廃棄物 の年平均放 出率

排気筒

全希 ガス

(Bq/y)

I-131

(Bq/y)
I-133
(Bq/y)

1号機 N D N D N D

2号機 N D N D N D

3号機 N D N D N D
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第 2表  方位別排気筒有効高 さ

風  向 風 下方位

排 気 筒 有 効 高 さ (m)

1号 機 2号 機 3号 機

SSE NNW 60 5 5 110

S N 100 80 70

SSW NNE 100 6 0 70

SW NE 125 9 5 180

WSW ENE 130 120 115

W E 130 7 5 115

WNW ESE 90 60 95

NW SE 9 5 90 135

NNW SSE 110 110 135

N S 125 125 125
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気安定度

風  向 風 下方 向
A B C D E F

S N 12.60 71.87 1,72 84.97 0.72 55.69

SSW NNE 27.20 50.50 1.01 81.29 0.89 31.06

SW NE 16.12 57.41 2.14 83.84 1.20 19.97

WSW ENE 20.81 43.13 2.39 90.82 0.00 15.45

W E 34.99 57.89 3.31 66.92 0.00 27.53

WNW ESE 18,02 76.65 6.48 94.89 2.59 26.71

NW SE 24.29 79,89 11.45 99.22 2.62 40.84

NNヽ /ヽ SSE 9.17 61.97 24.63 167,73 6.98 42.27

N S 1.91 21.59 14.45 118.67 13.95 96.37

NNE SSW 0.64 17.07 2,75 78.43 2.88 80,76

NE SW 3.46 7.71 0. 12 65.31 0.00 96.33

ENE WSW 1.40 11.62 0。 10 59.47 0.00 66.25

E W 3.05 22.18 0.65 89.70 1.45 98.84

ESE WNW 8.78 42.34 2.66 161.17 2.62 206.63

SE NW 14.50 88.23 9.71 204.96 2.38 196.04

SSE N NW 10.01 47.41 2.38 125,95 0.21 94.69

第 3表  方位別大気安定度別風速逆数の総和 (s/m)

観測地点 :標 高 94m
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第 4表  液体廃棄物 の年 間平均り,水 口濃度

核   種

1・ 2号機排水 口 3号 機 排 水 口

総希釈水量 4.4× 108(m3) 総希釈水量 0(m3)(放出実績なし)

濃  度 (Bq/cm3) 濃  度 (Bq/c m3)

Cr-51 N D

Mn-54 N D

Fe-59 N D

Co-58 N D

Co-60 N D

I-131 N D

Cs-134 N D

Cs-137 N  D

Sr-89 N D

Sr-90 N D

H-3 2.0× 103
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